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第1章 問題 の所在 と本研究の 目的
民 主主義 は平等 を原則 とす るが、現実 の民主主義社会 においては 、 さまざまな政治的、経済
的不 平等 が存在す る。社会的資源 を多 く持 つ、社会的地位 の高い者 ほ ど、よ り政治 に参加 し影
響力 を持 つ ことが、政治参加研究や資源動員論 の文脈 において指摘 され てきた。 日本は先進諸
国 の中で も、比較 的平等な社会 と言 われ てきたが、政治的影 響力 に関 して は、 どの よ うな格差
が存在す るだろ うか。
本研 究の第1の 目的 は、 日本社会 にお け る、全国 レベルでの政治的影響力の格差 を解 明す る
こ とであ る。各種 の社会的資源 の保有量や職業階層 によって、また居住地域 によって、政治 的
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影響 力の格差 は存在す るか、格差 の構造 は時点問で変化 してい るか、な どの問題 について、調
査データの実証分析 によ り答 えてい きたい。政治的影響 力の格 差に関す る研 究は、民主主義社
会におけ る社会的決定 について考 える上で極 めて重要だが、実証研 究は少 なか った。政治 的影
響力 は測 定が難 しく、実証研 究 の実施 は困難だ ったのだろ う。 政治的影 響力の指標 としては、
い くっかの ものを考 えるこ とがで きるが、主 に 「関係 的資源(政 治的有力者 とのっきあい)の
保有 量」 とい う変数 を用いて分析 を行 う。非公式な人間関係 については、 これまで重要 と言 わ
れなが ら実証分析 が少 なか った。本研 究 は、政治的影響 力の一つの指標 と して非公 式な人 間関
係 の保有 を と りあげ、そ の現状 と保有 の規定 メカニズムをデー タ分析 に よ り明 らかにす る。従
来の研 究で用い られ てきた政治行動や組織加入 を指標 とす る場合 とは異 なる、新たな知見 を得
ることができるだろ う。
第2の 目的は、 関係的資源保有量 を中心 として見た社 会的地位や社 会階層構造 と、政治意識
の関連 にっ いて検討す るこ とで ある。人々の属性 と政治意織 の関連 について は、多 くの議論 が
な されてき.た。 しか し、属性 と意識 を媒介す る変数の 中で も、関係 的資源 については、研究 が
少ない。本研究で は、政治意識 の規定因 として 、 とくに関係 的資源 に着 目す る。関係 的資源 を
持ち、政治 的影響力 を保有す る者 は、政治的決定 の中心に近い位 置 にい るのだか ら、現在 の政
治体制に対 して肯定 的な意識 を持つ こ とが予想 され る。 しか し、政治意識 の規定因 として何 が
重要なのか、他 の規定 因の効果 を統制 して も関係的資源 保有が効果 を持つ のか、な どにっいて
は実証的分析 が必要 であろ う。本研究 は、属性 と意識の問 に存在 す る関係 的資源 にっいて解 明
し、伝 統的な政治意識研究 の空 白を うめるものである。
本 章では、まず 、政治的影響力 に関す る先行研究での知見 をま とめ、次 に、政治的影響力 の
概念 と測定にっい て検討す る。そ の後 、本論 での分析枠組み について述べ た後 に、分析 に入 る。
次 章以 降 で 分析 に用 い るデ ー タ は、 「社 会 階 層 と社 会 移 動全 国調 査;Thenationalsurveysof
SocialStratiHcationandsocialMobility(以下SSM調 査)」の1995年、1985年、1975年デー タと、
1997年に実施 され た社会意識 に関す る仙 台市民調査、の大 きく4種 類 で ある。SSM調 査 は、
1955年以 降、10年おきに実施 され てい る全 国調査 であ り、有効標本数 は2500人前後で ある。仙
台市民調 査は文部省 の科学研究費 の助成 を受 け、筆者が 中心 となって実施 し、有効標本数 は1093
人であ る。
第2章 関係 的資源の地域間格差 と時点間の比較
一 有 力者 との人間関係保有 を指標 と した政治的影響 力の格差の構造一
本章は、有力者 との人 間関係保有 の規定 因を解 明す ることを 目的 とし、 とくに地域間格 差 と
時点間の変化に着 目して、分析 を行 う。 関係 的資源 に関す る質 問項 目のあ る1975年、1995年の、
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2時点のSSM調 査デー タを用い、有力者 との関係 的資源保有 の時点間の変化 があるか どうか
を、明 らかにす る。関係 的資源保 有の規定因 として、居住地域 の都 市化 の度合 い、人 々の職業
や、各種 の社会的資源 、年齢 な どを想 定す る。
居住地 の都市度 と関係 的資源保 有の関連 を分析 した ところ、1975年時点においては、都市部
と農村部 で大 きな格差があ り、大都 市部住 民の人間関係保有 量は少 なかった。 これ は、政治参
加行動 と同様 の傾 向で ある。 第2次 世界大戦後 の 日本 では、急激 な工業化 に伴 い、農村部か ら
都市部へ の大 きな人 口移 動が起 こった。 これ に ともない、都 市部で人間関係 を持 たない住民が
増 え、都市部住民の多 くが政治的影響力 を持 たなかった と思 われ る。 日本社 会の、全国 レベル
にお ける政治的影 響力構 造の特微 は、都 市部 と農村部 での大 きな格 差が存在 した ことである。
1975年の時点では、人 口移動 はかな りの程度 、沈静化 してい たが、その後 も政治的影響力 の格
差 はす ぐには是正 され なか った。1995年のデ ータを見 て も、関係 的資源保 有の地域 間格差 は依
然 として存在す る。高度経 済成長 が終わ り、都 市部へ の人 口移 動が終わった現在 で も、都市部
にお ける、政治的有力者 との関係 的資源保 有量は、増大 した とは言 えない。 高度成長終 了期 の
後 、まだ20年程度 しかたってお らず、都市部住 民は流動 的で転居 も多 く、関係 的資源 は少 ない
のであろ う。 ただ し、地域での有力者 と、職 場での有力者 との関係 的資源 は、居住地域都市度
との関連 が異 なる。大都 市部居住 者 は、議員な どの地域 での有力者 とのつ きあいは少 ないが、
職場 にお ける関係 的資源保 有は多 く、地域での力の弱 さを補 ってい る現実が ある。 また、人 口
10万人未満 の小規模な市 においては、 とくに議 員 との関係 的資源保 有が多 く、町村部や 大都市
部 では少 なかった。 「居住 地域 との問に凸型 の関連」が ある とい う、興味深 い結果が得 られた。
なぜ この ような傾 向が存在す るか にっいて ほ、 さらな る研 究が必要だが、 これ らの小都 市にお
いては、世帯資産 と組織内の役職が、議員 との関係 的資源 の規定因 とな ってい ることが分 かっ
た。政治 的影響力 の地域間格差の構造 に変化が起 きてい るのは事実で ある。
関係 的資源保有 の規定因 をロジステ ィ ック回帰分析に よって検討 した ところ、年齢 、世帯資
塵 、 自営 業であるこ と、な どの変数 が規定力 を持っ こ とが多か った。 こ うした傾 向は、1995年
も1975年もほ とん ど変わ ってい ない。 しか し1995年の男性 では」975年と比べ、地域 の効果 が
小 さくな るとともに、学歴や役職が効果 を持 ってい る。社会 全体が ホワイ トカラー化す るにっ
れて、ホ ワイ トカラー 内部で の差異 を表す変数、 ある いは、業績主義的変数 の効果が、大き く
な りつつあ るのではない だろ うか。
第3章 関係的資源保有の 男女比較
前章では関係 的資源保有 の規定 因を解 明 し、資源保有の時点間、地域間 の比較 を行 うことが
で きたが、デー タの制約 のため、男性 のみを村象 とした分析結果 となった。本章では、関係 的
一141一
資源保 有の規定メカニズムの性別 による差異 を解明す ることを 目的 とす る。
1995年のSSM調 査で は、9種 類 の職業の人について、つ きあいの有無 をきいている。男女
別 の単純集計の結果 を見 ると、 どのよ うな種類の関係 的資源 で も、男性 の方が女性 よ りつ きあ
いが多い ことが分かる。 また、数 量化3類 によ り、これ らの変数間 の構造 を見た ところ、議員 、
管理 的公 務員、会社社長 な ど政治 的有力者 と考 え られ るもの との関係 的資源 は、男女 とも近 い
位 置 にあ り、性質が似 てい ることが分かった。
職 業別の資源保 有率 を見 ると、男性 の場合 、専 門職 よ りも管理職 において 、関係 的の資源保
有率が高か った。 両者 とも高学歴 、高収入 の職業階層だが、人間関係 保有の特徴は大き く異な
る。 専門職 は、多様な人々 との関係 的資源 の保有 は、あま りない よ うだ。 自営業 は、全般的 に、
各種 の関係的資源保有 が多い。女性 の管理職 は1%程 度 とご く少数 であ り、専 門職は、男性 同
様、 関係 的資源保 有が少ない。社会 的地位 の高い女性で あって も、関係的資源 の保有はあま り
ない ので ある。 この分析結果 を見 る限 り、女性 が 自分 の意見 を政策決定者 に伝 えた り、政治的
影響力 を持っ機会 を持 つ こ とは少 ない よ うだ。現状 では、 日本社会 にお いて、女性 に とって有
利 な政策 を実現す るのは、困難 で あるこ とが推察 され る。
次 に、関係 的資源保 有量 を最終的な被説明変数 として、共分散構造分析 を行 った。い くつか
のモデル を検 討 したが、配偶 者 の社 会 的地位 とい う変数 を投入 した モデル の分析 結果 に よる
と、男性 は年齢 、女性は財産保有数が、 もっとも規 定力 が強 かった。男性 の場合 、配偶者 と関
係 的資源 保有 の間の係数 は 一〇。1と、ほ とん ど無い に等 しい。女性 につい ての結果で は、配偶
者 の効果 は0.06であ り、男性 よ りは大 きいものの、 さほ ど大 きな効果 ではない。配偶者の地位
と財産保有 量の間のパス は0.14であ り、配偶者 の地位 は財産 を通 した間接効 果は持つ と言 える
が、財産保 有の直接効果が大 きい。女性 の場合、年齢 の規定力 も小 さく、夫 の社会 的地位 の効
果 を統制 して も、経済的地位 の規定力 は大 きい。 男性 に見 られ る よ うな、高齢者 が指導的地位
にあ るとい う、年齢(生 得的要因)に よる社会的役割分業 は、女性 には見 られないのではない
だろ うか。 女性 は、資産家で あるな ど、何 らかの獲得 的要因を持 たない限 り、関係 的資源 を保
有す ることは困難 であるよ うだ。
第4章 異 なる種類の関係 的資源間の関連
一 有力者 との関係的資源 と相談ネ ッ トワー クー
政治 的有 力者以外 の、友人や相談相手 な ども、人間に とって重要な もので ある。 関係的資源
につ いては さま ざまな研究が存在す るが、異 なる種類のネ ッ トワー ク間の関連や、ネ ッ トワー
クの特性 について、大規模 なデー タを用 いて実証的 に検討 した研 究は少 ない。本章では、相談
相手 と、有力者 との関係的資源 とい う、異 なる種類の人間関係保 有の関連 について、仙 台市で
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独 自に行 った調査デー タを用 いて分析 を行 う。 このデータは地方都 市住民の ものだが、異 なる
種類 の人 間関係 につい て統計的 に分析可能 なものであ る。
分析 の結果 、有力者 との関係的資源保有 の規定要因 と して、年齢や経済的地位 な どの他 、相
談ネ ッ トワー クの保 有量 も規定力 を持つ ことが分 かった。 相談 ネ ッ トワー クを多 く持 つ人 ほ
ど、有力者 との関係 的資源保有 も多い。異 なる種類の人間関係保有 の間 に、関連 がある ことが
解 明 された。 また、ネ ッ トワーク密度 は、男性 の場合、有力者 との関係的資源保 有に対 して負
の効果 を持 った。密度 が濃 いネ ッ トワークを持つ よ りも、広 く浅 くつ きあっていたほ うが、有
力者 とのつ きあいは多 い よ うだ。
有力者 との関係 的資源保有 の規 定メカニズムを共分散構 造分析 によ り分析 した ところ、規定
因は、地域 とのつ なが り、社会 的地位 の、大 き く2つ が あるこ とが分 かった。男性 では、双方
が比較的大 きな規 定力 を持っ が、女性 では、地域 とのつなが りの規定力 は弱 い。また、多母集
団分析 を行 った ところ、規 定 メカニズムは男女 で興昧深い違 いが見 られ 、地域 とのつなが りの
強い女性 は、関係 的資源 を保 有 しない ことが分 かった。 日本社会 では、男女 で社会的役割 分業
が異 な り、社会的資源 の保有 メカニズムが異 なるよ うだ。お そ らく、男性 においては、社会 的
地位 が低 くくとも、地域 とのっなが りが強い者 は、地域 にお け る伝統的 な役割分業の もとで、
指導的役割 を坦 うのだ ろ う。 女性 については、地域以外 の社会 で地位 が高 くない限 り、指導的
役割 を担 うこ とは難 しい よ うだ。 女性 に とっては、居住年数 が長 い ことや家族数 が多い こ とな
どは、地域 とのつなが りが強ま る とい うよ りは、家庭外 の社会 で活動す る上で、む しろ制約に
なってい る ことが推察 され る。
第5章 組合 との関係 的資源 保有の規定 因
一 組織 との公式、非公式な関係 的資源一
有力者 には、組織内 の者、組織外 の者が ある。本 章の 目的 は、組合役員 とい う組織内の有力
者 との、公式 、非公式 な関係 的資源 について解 明す ることであ る。
1995年SSM調査デー タを分析 した結果、組合役員 との関係 的資源 は 自営業者が多 く保有 し、
また、女性 の保有 は少 なかった。資源保有 の規定因について ロジステ ィック回帰分析 によ り分
析 した ところ、男性 自営業者で は、居住地域都 市規模 の規定 力が もっ とも大 きいが、被雇用労
働者 では地域 の効果 はなか った。被雇用労働者では、従業先 規模や役職 の規定力 が強か った。
自営 業者 では、年齢や都市化 の程度 な ど、伝統的役割や 地縁 、血縁 に関連 す る、属性的 な要因
の規 定力 が大 きい。 自営業者 とそれ 以外 の者で、組合役員 との関係 的資源保 有の構造 は異 なる
よ うだ。
組 合加 入 について、1985年SSM調査デー タを分析 した ところ、加入者 は、年齢 、学歴、役
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職 の低い者で あ り、社会的地位が高 くはない こ とが明 らか となってい る。組織加入 とい う資源
を持 ってい る者 は、社 会階層 において上層 にい るとは、必ず しも言 えない よ うだ。
非公式な関係 的資源 と、組 合加入 とい う公式な関係 的資源 の規 定メカニズムが、同様 ではな
い ことが解 明 された ことは重要で ある。た とえば、管理職 の組合加入 は少 ないが、組合幹部 と
のつ きあいは多い。有力者 に意見 を伝 える機会は、管理職 は多 いのであ る。 おそ らく、本 当に
政治的影響力が強い者 は、非公式 な人間関係 を持つ のである。本 章での分析 に より、政治社会
学研究 にお ける、非公 式な関係 的資源 の重要性 が裏付 け られ た と言 え る。
第6章 政治的有効性感覚の規定因
政治的有効性感 覚は、 自分の政治的影響力 についての感覚 を測定す る変数 として用い られて
きた。本章の 目的は、政 治意 識の 中で も、政治的影響力 と密接 に関わる と考え られ る政治的有
効性感覚 の規定メカニズムや 政治的有効性 感覚の階層間格差 につ いて、全 国規模 の調査デー タ
を用いて実証的に解 明す ることで ある。分析 を通 して、政治 的有効性感 覚が個人 の政治的影響
力や 関係 的資源 の保有 量を反 映 してい るのか ど うかにつ いて考察す る。
1995年SSM調査デー タを分析 した結果 、政治的有効性感覚 の各項 目は同質 的ではな く、内
的有効感 と外的有効感 で性質 が異な るこ とが明 らかになった。 因子分析 に よ り変数 間の構造 を
見 る と、内的有効感 は、権威 主義的因子 と負の相 関があるな どの、興 昧深 い結果 が得 られた。
外 的有効感 は、政治的信頼や 社会への不公 平感 と同 じ因子 となった。
因子分析の結果 に基づ き、政治的有効性感 覚を、内的有効感 と外 的有効感 の大 き く2っ に分
け、 これ らの規定メカニズムについて検討 を行 った。分析 の結果 、内的有効感 は、人 々の関係
的資源保 有量 を反 映 してい るとい うよ りは、む しろ、学歴 に代表 され る情報 的資源 を反映 し明
らか にな った。 政治的影響力 を持 つには、知的能力 と関係的資源 の両方 が必要 であるが、政治
的有効性感 覚は、認知能力 について表 してい ると思 われ る。
内的有効感 に関す る分析 と比べ、外 的有効感 の決定係 数R2は低 かった。今 回の分析で投入 し
た変数以外の、パ ー ソナ リテ ィ的な変数や 、個人的 な不公平体験 な どを考慮 しない限 り、外的
有 効感 や政治的信頼感 の規定 メカニズムを明 らかにす るこ とはできない よ うだ。
第7章 政策志向の階層間格 差
政策 とは、社会 の今後 の変化 に関す る計 画である。人 々は、現在 の社会 を どのよ うに変 えた
い と思ってい るだろ うか。本 章では、政 治意識 の中で も、階層構造 の変革 と直接的 に関連のあ
る政策志向にっいて分析 を行 う。
政策は さま ざまな基準 によって分類す ることがで きるが、内容 に関 して政策 を分類す る と、
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筆者 の考 えでは、政策 は、大 き く3つ に分 けるこ とがで きる。第1に 、財 の分配 に関す る政策 、
第2に 、分配できない もの(公 共財)に 関す る政策 、第3に 、決定法に関す る政策 であ る。 こ
れ らの政策 に対す る志 向の規定 因につ いて、1995年SSM調査B票 デー タを用 いて分析 を行 っ
た。SSM調 査 には多 くの意識 項 目があるが、 「政府 は豊 か な人 か らの税金 を増や して で も、
恵まれ ない入への福祉 を充実 させ るべ きだ」な どの再分配 に関す る項 目は、男女 とも賛成 が65%
前後 であ り、再分配 に肯定的 な者 が多い、変数間の構 造 を共分散構造分析の確証 因子分析モデ
ルに よ り検討 した ところ、再分配志 向の因子は、 これ ら2変 数で構成 され、脱物質志 向や政治
的信頼 の因子 と相 関が強い こ とが分 かった。
構 造方程式モデル に より政策志 向の規定 メカニズム を分析 した ところ、再分配政策 にっいて
は、経済的地位 に より、明確 な志 向の違いが存在 した。 また、大都市住民や若年層 も、再分配
政策 を望んでいない ことが分 かった。一方 、関係 的資源や 情報的資源の保有量は、再分配政策
へ の志向に対 して、それ ほ ど大 きな効果 はなか った。 環境重視 な どの脱物質志向は男 女 とも年
齢、関係 的資源保有 量に規 定 され ていた。社会 の閉鎖性認 知(社 会の人材登用の仕組 みに関す
る認知)は 、関係 的資源 に規 定 されてお り、政策 の種類 によって規定 メカニズムは異 な る。再
分配政策は、今後の階層構造 の変 革に、直接的 に影 響 を与 える政策で ある。経済的地位 が高い
ほ ど再分配政策 を否定す ると言 うことは、 自己利益 を守 るた めに当然 の結果 とは言 え、経 済的
にカ があ り、社会的影響力 があ りそ うな人 々が 、再分配政策 を否定す るよ うになれ ば、長期的
には、格差の拡大 につなが るだ ろ う。
第8章 関係的資源保有 と政党支持意 識
政党支持意識 とは、政治 に対す る総合的な意識 と考 えるこ とができる。人 々の意識 の根底 に
は、 さま ざまな価値観 や、政策に対す る志 向が存在す るが、それ らの意識 を総合 的に集約 した
結果 として、政党支持意識 が決定 され ると考 えるこ とがで きる。 その一方 、政策への志向や価
値観 とはあま り関係がな く、周囲の人々 との人 間関係 によっ て、政党支持 は決まってい るか も
しれない。多 くの人々は、政策 につ いて充分な情報 を持 ってい るわけではない。本章の 目的は、
総合的政治意識 として の政党支持意識 について検討 を行い、 とくに関係 的資源の保有 量に着 目
して、政治意識の規定因 を解 明す るこ とである。
関係 的資源保有 と政治意識 の関連 を見 ると、資 源保有量が多 いほ ど、 自民党支持が多 く支持
な しが少 ない とい う傾 向が、明確 に存在 した。多変量解析 に よ り他 の要因 をコン トロール して
も、政党支持意識に対 して、関係的資源保有量は統計的 に有意 な効果 を持つ。政党支 持意識 の
規定要因の中でも、政治的影響力 とい う社会的資源 の保有量 、つ ま り政治的影響力の強い階層
への所属 とい う要因が、極 めて重要で あることが明 らか になった。
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ただ し、全ての政党に対 して、関係 的資源保有量が、 同 じよ うに力 を持っわけではない。 共
分散構造分析の結果 を見 ると、 自民党、公 明党、共産党 な どの、選挙 において組織力 を用 い る
政党 について は、関係 的資源 のパス係数 が大きいの に対 し、今回 のモデルでは、社会党や新進
党 は、係数が0に 近かった。 また、 さきがけ支持や 、支持な しに対 して は、関係 的資源 の規 定
力 はマイナス だった。 ネ ッ トワー クを持たない人々 が、支持 な しになった り、保 守派 の中で も
比較 的 リベ ラル な政党への支持へ と向かっているのである。
再分配政策 も、革新政 党支持 な どに対 して、ある程度の効果 を持 った。 共分散構造分析 の結
果 、再分配志 向の規 定力 が負 にな るのは、男性 の場合、 自民党支持 と支持な しのみだった。支
持 な しが再分配 を望まない とい うのは興昧深い結果で ある。 その一方、脱物 質志 向や社会 の閉
鎖性認知 な ど、 よ り公 共財 管理 と関連す ると考 え られ る志向 は、政党支持意識 とあま り関連 が
なかった。私的財の分配や 自己利益 に直接 関連す る政策 は、人 々の村立軸にな りうるが、公 共
財 に関す る政策 は、政党支持 を判 断す る際の対立軸 とはな らない こ とを、今 回の分析結果 は意
味 している。
第9章 政治意識規定因 と しての関係 的資源の重要性
関係的資源 を指標 とした政治的影響力 には、地域間、階層 間格差 が明確 に存在す る。 ただ し、
政治 的影響力 の保 有が、唯一の階層 に偏 ってい るわ けではない。議員 な ど、地域 にお ける有力
者 との関係的資源 は 自営 ノンマニ ュアル層 、職場 にお ける関係 的資源 は管理職層 が保有す るな
ど、多元 的なものであ る。 しか し、中小企業 ブルーカ ラーな ど、 どのよ うな有力者 とも関係 的
資源保有が少ない職業 階層 も存在す るこ とに注意せ ねばな らない。また、関係 的資源の規定 メ
カニズムは近代化 している。 つま り、学歴や組織 内での役職 な ど、ホ ワイ トカラー内部で の差
異 を表す よ うな変数 の規 定力 が大 き くな り、地域 とのつなが りや、年齢 が表す よ うな伝 統的役
割分業 の効果 は小 さくなってい る。 関係 的資源保 有の規 定メカニズ ムにおける、業績主義原理
重視へ の変化 を指摘 したい。 地縁や血縁 よりも、 よ り近代 的な要因 によって、関係 的資源 保有
は規定 され るよ うになってい るのである。
政策志向の規 定因を分析 した結果、経済的に富裕 な人 々は再 分配政策 に対 して否定的な志向
を持 ち、将来 的に、階層 間格 差が拡大す る可能性 があ る。 「自由主義社会 においては、再分配
政策 は長期 的には否定 され る」 とい う、趨勢命題 を、本論 では提 唱 したい。おそ らく、人々が
自由に政治に参加す る限 り、再分配政策 は否定 され、階層 間格 差が容認 され る社会が実現 して
い くことが考え られ る。
そ もそ も、関係 的資源 が政治意識 に対 して効果 を及 ぼす メカニズム とは、 どのよ うな ものだ
ろ うか。 まず 考え られ るものは、 日本 の選挙で特徴 的 と言 われ た、共同体 にお ける古典的動員
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や説得 の効果である。 しか し、農村共同体の秩序 の もとで生活 してい る人は、現代 日本で は、
もはや多数派ではない。また、周囲の情報環境 の効果 も考 え られ うるが、周 囲の人々が 自民党
支持 だか ら自民党支持 にな る、とい うの は、因果関係 の向 きを特定 しに くく循環論法 的であ る。
関係的資源 が政治意識 に対 して効果 を及 ぼす場合 は、む しろ、利 害関係 の違 いや、政治的影響
力による地位や役割 の違い を想 定 した方が妥当だろ う。政治 的影響 力が強 く、関係的資源 を多
く保有す る者 は、社会 の中で指導的役割 を持つ者 であ り、そ のため、政治意識 も他 の者 と異 なっ
て くる と考え られ る。
日本人の政党支持意識は、合理的 に政策 を判 断 した結果 とい うよ りは、人間関係の保有量 に
より規定 されている。有力者 との関係 的資源 の保有量 は、政 治意識 全般 を規定 してお り、関係
的資源 を持つ ほど、政治的有効性感 覚が高 く、 自民党支持 が増 え、政党支持な しとなる確 率 は
減少す る。本研 究によ り、政党支持意識 の規 定メカニズムにお ける、関係 的資源保有 の重要性
を解明す るこ とができた。関係 的資源の保 有は、潜在 的な政治的影 響力の保 有を反映 してい る
ものであ り、政治的影響力 を基準 とした社 会階層 の、政治意識 に対す る重要性 を示 してい る と
言 えるだろ う。
本研 究での成果 をも とに した理論 として、政治意識 の規 定 メカニズムの、社会 の発展 に応 じ
た3段 階の類型化 を提示 したい。農村共 同体 をも とに した封建的社会が、民主政治 を とりいれ
選挙 を行 う場合、民主政治の初期 の段階で は、人々は民主政治 を理解 していない し、政策 よ り
は、 もともとの農村共 同体 にお ける人 間関係 をも とに、政治意識 を形成 し、政治参加行動 を行
うだ ろ う。 しか し、第2の 段階 として、民主政治が始 まって年月が たち、人々の持つ政治 的知
識が増 え政治的関心が高まる と、選挙 にお いて も、 よ り政策 が重視 され るよ うにな り、周 囲の
人間関係 よりも政策 に よって、政治意識や行動が規定 され るよ うになる。 ところが、第3段 階
として、社会 が より高度 に発展 し、経済活動への政府 の役割 が相対的 に縮小す ると、政 治は人 々
に とって、 自分の生活 に関わ りのあ る重要 なもので はな くな る。 また、政治以外に もさま ざま
な情報 が流通 していれ ば、人 々が政治情報 に触れ る機会 は相対的 に減少す る。た とえば、娯楽
の少ない時代 には、農村 での選挙 は一大イベ ン トで あ り、人 々の関心 を集 め、多 くの人 が とも
に行動 して飲食す るこ とも多 かっただろ う、また、農村 に、農業 と公共事業 しか産業 がない時
代は、選挙結果 によって、自分の経営す る土木 会社 の経営 が左右 され ることが多 かっただ ろ う。
し.かし、農村が豊かにな り、被雇用 労働者 が増 え、農村外 に職場 を持 ち通 勤す る人が増 えれ ば、
選挙結果 は、 自分の家計を左右す るよ うな ものではな く、政治 に関心を持つ理 由も薄れ る。 し
たがって、選挙 において、政策 を考 えることもな くな り、む しろ、周 囲の人 間関係 によっての
み、選挙 での行動が規定 され るよ うにな る。選 挙に利害 関係 を持っ者 と、人 間関係 に よって選
挙に動員 され る者のみが、選 挙に参加 し、その他 の多 くの人 々は選挙 に参加 しないのである。
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第3段 階においては、再び 、対人ネ ッ トワーク とい う要 因が、政治にお いて重要 にな る。
現在 の 日本社会 が、 どの段 階にあるのかは、判 断が難 しい。 しか し、少 な くとも、人 々が選
挙に興 味を持つ よ うになってい るきざ しは、 とくに見 あた らない よ うだ。産業活動にお ける政
府 の役割 が、縮小傾 向にあるのは事実で ある。今後 も、 日本社 会においては、政策 よ りも人間
関係 によって、人 々の政治意識や政治行動 は、規 定 され てい くのではない だろ うか。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 の主題 は、現代 日本社会 にお ける政治 的不平等 である。法 的 ・政治的権利 の平等 を原
則 とす る現代 民主主義社会 にあって も、現実 の政治過程 に及 ぼ し うる影響力 の強 さは、その人
の地位や役割 によって異 なってい る。また、その政治 的影響力 の差異 が政治的意識や政治的行
動 にさま ざまな差異 をもた らす と考 え られ る。 これ まで この問題 について は、政治学の分野で
は官僚組織 、圧力団体(業 界 団体や労働組合等)な どの研究 の中で、あるい は代議士や後援会
に関す る事 例研 究 とい う形 で、社会 学の分野 では地域社 会研究 の 中で追究 され てきた けれ ど
も、結果の代表性 とい う面で は問題が少 な くない。本論文 では、政治意識調査 の結果 を用いて、
関係 的資源保有量(政 治的有力者 との非公式 的な人 間関係 の大 き さ)を 政治的影 響力 の指標 と
す ることに より、一般的 な個人の レベル でのこの問題 を追究 してい る。 この点が本論 文の最大
の特徴 で ある。 なお、デ ー タ と しては、1955年以来、10年毎 に継 続的 に実施 されて きて い る
「社 会階層 と社会移動全 国調査(SSM調 査)」お よび論文提 出者 が独 自で実施 した 「仙 台市
民調査」(1997年)が用 い られてい る。
本 論文は4部 か ら構成 されてい る。 「第1部 本研 究 の 目的 と分析 枠組み」で は、問題提起
と先行研究 の検討 が行われた後、二つ の研究 目標が提示 され る。第1は 、関係 的資源保有量 を
指標 とす る政治的影 響力の格 差の実態 とそ の規定要因 を明 らか にす ることである。第2は 、関
係 的資源保有量の格 差 とさま ざまな政治意識 との関係 を明 らか にす ることであ る。次 に、関係
的資源保有量は社会 的地位 をは じめ とす る種々の属性 に規 定 され るものではあるけれ ども、そ
れ らの属 性 とは独 立 に政 治的意識や政 治的行動 に影 響 を及 ぼす とい う基本 的分 析枠組 を提示
し、 さらにこの枠組 の背景 となっている合理的選択理論 との関係 が検討 され てい る。
「第2部 有力者 との関係 的資源 に関す る実証分析」 では、研 究 目標 の一っで ある関係 的資
源保 有量 を指標 とす る政治 的影響力 の格差の実態 とその規 定要因に検討 が加 え られてい る。第
2章では農村 と都市 での地域 間格差 とその変化、第3章 では男女の比較 、第4章 では都市 にお
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ける相談ネ ッ トワーク と関係 的資源保有量 との関係 、第5章 では同業者組合役員 との関係 的資
源、が検討 され る。
これ らの分析結果 か らの知見 として最 も重要 とい えるのは、職 業間、地域 間お よび男女 間格
差 につい てであ る。職 業 間格 差 について は これ らの各 章 を通 じて分析 され てい るが、職 業 に
よって量的な差異 があ るだ けでは なく、関係 の種類 も異 なってい る。議員 な ど、地域 にお ける
有力者 との関係 的資源 は 自営 ノンマニ ュアル層 、職場 にお け る関係 的資源 は管理職層 が保有す
るな ど、多元的であ る。 また、関係 的資源 の規 定メカニ ズムは近代化 してい る。つ ま り、学歴
や組織 内での役職 な ど、ホ ワイ トカ ラー内部 での差異 を表す よ うな変数 の規 定力 が大 き くなっ
てきている。
地域 間格差 につい ては、1975年と1995年を比較 してい るが、1975年の調査 では農村部 の方 が
一般 に保有量が大 きく都 市部で小 さい とい う結果 を得 ている。 これは、人 口の流動性 の違 いに
よるものである。1995年になって も都 市住 民の保有量が増加 した とはいえない一方 で、農村部
での保 有量が低下 した こ とによって、相対的には小都市住 民で最 も高い とい う結果 になってい
る。農村部 にお ける人間関係構造 の変化が示唆 され てい る。
また、男女 間格差 に関 しては、 関係的資源 の保有 量は一般 には男性で大 き く女性 で小 さいけ
れ ども、単に量的 な差異が ある とい うだ けではな く、規 定要因 に遠いがみ られ る。男性 の場合
には職 業 と年齢 の規定力が大 きかったのに対 して、女性 の場合 には財産保有量の規 定力が大 き
く年齢の規定力 はほ とん どなかった。男性の場合 にはいわ ゆる職業的 ・社会的地位 に比例 して
い る。女性の場合 にはそれ には関係 がな く、財産 とい うもの の性格 か ら考 える と、む しろ家格
な どど関係 してい る ともい える。
「第3部 政治意識 に対す る関係 的資源 の効果 の分 析」で は、関係 的資源保 有量 の格 差 と政
治意識 との関係 に検討 が加 え られ る。第6章 で は政治的有効性感覚 、第7章 では政策 に対す る
志 向、第8章 では政党支持意識 、が検討 されてい る。す べて の意識 が関係的資源保有 量 と強い
関連 をもってい るわけではないが、 と りわけ明瞭な関連 がみ られ たのは政党支持意識 で ある。
政党支持意識 に関 しては、関係 的資源保有量 は自民党 をは じめ とす る保守政党支持 の有力な
要因 である。ただ し、それ がいわゆ る保守的意識 によるもの であるか どうか は、 さ らに検討 が
必要 であ る。 た とえば、 「再分配 政策 」の是非 とい うよ うな、階層構造 の根 幹 にかか わ るよ う
な意識 に関 しては、関係資源保 有量はほ とん ど関連 をもってい ない 点は、興 味深 い知見 である。
また、 自民党、公 明党、共産 党な どの、後援会 あるいは政党 としての組織が強固であ る政党へ
の支持 とも相対的には関連 が強かった。 これは 、関係 的資源 といわれ るものが、単に個人が資
源 として もつ とい う側 面 と同時に、政党の側 か らの働 きか けに よって形成 ・維持 され るとい う
性格 を持っ こ とを示唆 してい る。
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「第4部 本研 究の結論」としては、まず、関係的資源保 有量 を指標 とした政治的影響 力には、
地域間、職業階層間格差 が明確 に存在す ること、ただ し、唯一の階層 に偏 っているわけではな
く多元的である ことが指摘 され ている。また、関係的資源 の規定 メカ ニズムは近代化 してお り、
学歴や組織 内での役職 な ど、ホ ワイ トカラー内部での差異 を表す よ うな変数 の規定力 が大 きく
なる一方、地域 とのつ なが りや 、年齢 が表す よ うな伝 統的役 割分業の効果 は小 さくなってい る
こと、関係 的資源保有 の規 定 メカニズムにお ける、業績 主義原理重視への変化 が主張 されてい
る。地縁や血縁 よ りも、 よ り近代 的な要 因によって、関係 的資源保有は規定 され るよ うになっ
ているのであ る。政治 的意識や政治 的行動 に関 して は、政治的近代化論 が予想す るよ うな政策
中心で個人主義 的な方 向への変化 ではな く、豊か な社会が到来 して政治への切 実な関心が薄れ
るとともに、再び しか し過 去 とは異 な る形 で、対人的ネ ッ トワー クや関係 的資源 が政治 におい
て重要 な位 置 を占め るであ ろ うと結論 してい る。
以上の本論 文は、次 の3点 において高 く評価す るこ とがで きる。
第1に 、 これまで政 治学の分野では官僚組織、圧力団体(業 界団体や労働 組合等)な どの研
究の中で、 あるいは代議 士や 後援会 に関す る事例研究 とい う形 で、社会学の分野では地域社会
研究 とい う形で行 われ て きた政治的影響力 に関す る研究 に、 関係的資源保有量(政 治 的有力者
との非公式的な人間関係 の大 きさ)を 政治 的影響力 の指標 とす る ことによって、一般 的な個人
の レベルで この問題 を追究 してい く可能性 を開いた。
第2に 、最新の統計分析 手法 を駆使 す ることによって、意識 と諸属性 の両側面 にわた る多変
量の大量デー タを処理 し、ねば り強 く精密 な分析 を行 った。 また、研 究全体 が合理的選択理論
や歴 史的考察な どのマ クロな視点 との関係 を重視 しなが ら進 め られ ている。 その意味で、行動
科学的計量研究の範型 となってい る。
第3に 、関係的資源 保有量 の格差 とい う概念 は、社会 階層(社 会的不平等)の 一っ の次元 と
して も位置 づけ られ る。 これ までの社会 階層研 究 では あま り重視 されて こなかった次 元で あ
る。 この次元 の重要 性を示 したこ とによって、社 会階層研 究の理論 的お よび 実証的研究の発展
に大 きな貢献 をす る と考 え られ る。
もとより、本論文 には改善すべ き点 も少な くない。 た とえば、関係 資源保有量 と政治的影響
力 との関係や 、本研 究 と政治学理論お よび従来の実証研 究 との関係 の一層 の明確化 が必要 であ
る。 しか し、上記 の貢献 はこれ らの問題点 を補 って あま りあ るものであ り、今後 の、政治意識
お よび社会 階層研究の発展 に資す る ところ大で ある。
よって本論文 の提 出者 は、博士(文 学)の 学位 を授与 され るに十分な資格 を有す るもの と認
め られ る。
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